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利  用  上  の  注  意 

 

１ 本報告書は、内閣府経済社会総合研究所が示した「県民経済計算推計方法ガイドライ 

 ン（2015 年（平成 27 年）基準版）」に基づき、平成 23 年度から令和５年度まで推計し 

 たものです。 

 

２ 計数については、最新の基礎資料の取込や推計方法の一部変更等により、平成 23 年度 

 まで遡って改定しましたので、平成 23 年度から令和５年度の数値を利用する場合は、 

 本書の数値を利用してください。 

  なお、旧基準で推計された平成 22 年度以前の報告書の推計値とは基本的に接続しま 

 せんので、御利用にあたっては御注意ください。 

 

３ 物価の変動による影響を取り除いた実質値（生産側、支出側）は、平成 27 暦年を参照 

 年（デフレーター＝100 となる年）とする連鎖方式により算出したものです。 

 

４ 統計表の符号の用法は、次のとおりです。 

  ０  ……  単位未満 

  －  ……  該当なし、又は比較をすることが適切でないもの 

 

５ 統計表の対前年度増加率は、次式により算出しています。 

 （Ｘ1－Ｘ0）／（Ｘ0 の絶対値）×100 

    Ｘ1：当年度の計数、  Ｘ0：前年度の計数 

※前年度の計数が０で当年度に実績がある場合は「皆増」、前年度に実績があり当年度の

計数が０の場合は「皆減」と表しています。また、四捨五入の関係で計算式の結果と掲

載した数値とが一致しない場合があります。 

 

６ 統計表の数値は、四捨五入の関係で総計と内訳の計とが一致しない場合があります。 

  また、連鎖方式による実質値については、加法整合性が成立しないため、総数と内訳 

 は一致しません。 

 

７ 本報告書の内容については、青い森オープンデータカタログにも掲載しています。 

  「青い森オープンデータカタログ」 https://opendata.pref.aomori.lg.jp/ 

公表データについての修正等があった場合は、上記ホームページに逐次掲載いたしま

す。 

 

８ 本書についての不明な点等、お問い合わせは、下記あてにお願いします。 

  
〒０３０－８５７０ 青森市長島一丁目１の１ 

青森県 総合政策部 統計分析課 統計情報分析グループ 

    ＴＥＬ ０１７－７３４－９１６６（直通） 

電子メール tokei@pref.aomori.lg.jp 

※ 平成 23 年度からの時系列データ表が必要な場合は、青い森オープンデータカタログサイトから 

  本編 PDF もしくは統計表（エクセル形式）をダウンロードしてご利用ください。 
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１ 経済概況 

令和５年度(2023 年度)の我が国の経済は、新型コロナの感染症法上の位置付けが５類

に移行され、経済社会活動の正常化が進展したことや、半導体の供給制約の緩和に伴う

輸出の増加やインバウンド需要の回復などから、外需の伸びがみられ緩やかに回復しま

した。 

このような状況のもと、令和５年度の本県経済は、物価高騰が幅広い分野に影響を与

え一部に足踏みがみられたものの、新型コロナの感染拡大の影響が落ち着く中で人流が

回復し、特に個人消費において経済活動の活発化の動きもみられ緩やかに回復しました。 

 

 

 

２ 結果の概要 

令和５年度(2023 年度)の国内総生産(GDP)は名目で 595 兆 2 千億円、実質で 555 兆 8

千億円、経済成長率は名目で 4.9％増、実質で 0.7％増となり、名目、実質とも３年連続

でプラス成長となりました。 

これに対して、令和５年度(2023 年度)の県内総生産1は名目で 4 兆 6,244 億円、実質

で 4 兆 3,383 億円2となり、経済成長率3は名目で 4.0％増、実質で 1.9％増と、名目では

２年ぶり、実質では４年ぶりのプラス成長となりました。 

県民所得4の総額は前年度に比べ 5.1％増の 3 兆 4,097 億円となりました。 

人口 1 人当たりの県民所得5は前年度に比べ 6.9％増の 287 万 9 千円となりました。国

を 100 とした場合の水準は 81.8 となり、前年度に比べ 0.4 ポイント減少しました。 

 

 
1 県内総生産 国の GDP(国内総生産)に当たるもので、県内の生産活動により 1 年度内に生み出された付加価値の総額

のこと。出荷額や売上高などの産出額から、原材料費や光熱水費などの中間投入を差し引いて求める。 
2 名目と実質 名目はその年度の市場で取引された価格、実質は物価変動による影響を除いて表示された価格。 
3 経済成長率 県内総生産の対前年度増加率のこと。 
4 県民所得 県内の居住者による生産活動によって生み出された純付加価値が、県民雇用者報酬、財産所得、企業所得

にどのように分配されたかを示したものであり、これらの総額をいう。 
5 人口 1 人当たりの県民所得 県民所得を総人口で除したもの。県民の生産活動によって１年度間に生み出された経済

的な価値を、県民 1 人 1 人に分配したらいくらになるかを示した額。県民所得には企業所得なども含まれるので、一人

当たりの県民所得は、個人の給与水準を表すものではない。 
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表１ 県⺠経済計算の概要
（単位：億円、％）

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度
名 目 44,447 46,244 -0.8 4.0
実 質 42,583 43,383 -1.8 1.9

32,445 34,097 0.6 5.1
2,694千円 2,879千円 2.0 6.9

名 目 5,672,689 5,951,843 2.3 4.9
実 質 5,521,705 5,557,843 1.4 0.7

4,095,504 4,377,775 3.6 6.9
3,278千円 3,521千円 4.1 7.4

（注）１．県、国の実質値は連鎖方式による。（平成27暦年連鎖価格）
   ２．国の数値は内閣府経済社会総合研究所「2023年度（令和5年度）国⺠経済計算年次推計」による。

             年 度
 項 目

実 額 対前年度増加率
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  (1) 生産面 

県内総生産（名目）4 兆 6,244 億円を産業別にみると、第１次産業は、外食需要の

回復や生産コストの増加などを背景とした米の相対取引価格の上昇や、猛暑による全

国的な収量の減少などによる本県産リンゴの単価上昇等から農業が増加し、第 1 次産

業全体として、前年度に比べ 10.0％増の 2,113 億円となりました。 

第２次産業は、建設業は増加したものの、鉱業、製造業ともに減少したこと等によ

り、前年度に比べ 3.6％減の 8,878 億円となりました。 

第３次産業は、教育や公務等が減少したものの、電気･ガス･水道・廃棄物処理業の

ほか、新型コロナの５類感染症移行に伴う人流の活発化により宿泊・飲食サービス業

が増加したこと等により、前年度に比べ 4.5％増の 3 兆 5,796 億円となりました。 
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(2) 分配面 

県民所得の総額 3 兆 4,097 億円を項目別にみると、雇用者報酬6は、賃金・俸給が増

加したことなどから、前年度に比べ 0.5％増の 2 兆 1,742 億円となりました。 

財産所得7（非企業部門）は、一般政府（地方政府等）、家計及び対家計民間非営利い

ずれも増加したことなどから、前年度に比べ 4.3％増の 1,876 億円となりました。 

企業所得8は、公的企業が減少したものの、民間法人企業及び個人企業が増加し、前

年度に比べ 16.2％増の 1 兆 479 億円となりました。 

 

 

 
6 雇用者報酬 現金及び現物給与による賃金・俸給と、社会保障制度に対する雇主の現実社会負担及び帰属社会負担

（退職一時金等の雇主の負担金）からなる雇主の社会負担で構成される。 
7 財産所得 資産の貸借による所得であり、預貯金や貸出金の利子・利息や、株式や出資金に対する配当、土地の賃貸

料などが含まれる。 
8 企業所得 企業の営業余剰・混合所得に財産所得の受払の差額を加算して得られる、企業の受取所得。 
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(3) 支出面 

県内総生産（支出側）（名目）の総額 4 兆 6,244 億円を項目別にみると、民間最終消

費支出9は、その大半を占める家計最終消費支出において、食品・非アルコール飲料や

個別ケア・社会保護・その他などが増加したことにより、前年度に比べ 4.2％増の 2 兆

7,743 億円となりました。 

地方政府等最終消費支出10は、前年度に比べ 2.8％減の 9,942 億円となりました。 

県内総資本形成11は、総固定資本形成で民間企業設備等が減少したことから、前年度

に比べ 19.3％減の 1 兆 6,451 億円となりました。 

財貨・サービスの移出入（純）12は、移入超過の状態が続いていますが、前年度に比

べ超過幅が縮小し、6,497 億円の移入超過となりました。 

 

 

 
9 民間最終消費支出 家計最終消費支出と対家計民間非営利団体最終消費支出の２つに区分される。家計最終消費支出

は、家計が実際に支出した金額で、食料・非アルコール、住居・電気・ガス・水道など 13 項目で区分されている。対

家計民間非営利団体最終消費支出は、営利を目的としない民間団体(私立学校、政治団体、労働組合、宗教団体など)の

自己消費をいう。これらの団体については、人件費、人件費以外の必要経費、固定資産の減価償却費などから、財貨・

サービスを提供販売した額(授業料・施設入場料など)を除いた額を最終消費支出としている。 
10 地方政府等最終消費支出 地方政府等(県、市町村、社会保障基金)の人件費、物件費、固定資産の減価償却費など

から、財貨・サービスを提供・販売した額(授業料、施設入場料など)を除いた額を自らが消費した額とみなし、さら

に、医療費、介護費の社会保障基金からの給付分を加えた額となっている。 
11 県内総資本形成 県内において行われる投資活動のための支出をいい、総固定資本形成(住宅建設、企業設備、公共

工事)と在庫変動に区分される。 
12 財貨・サービスの移出入（純） 国外及び域外との財貨・サービスのやり取りを示すもので、移出は県外への財貨

やサービスの売り払い、県外居住者の県内消費及び県内にある中央政府等の事業の算出で、移入は、県外からの財貨・

サービスの買い入れ、県内消費者の県外消費をいう。(純)は移出から移入を差し引いたもの。 
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表２ 経済活動別県内総生産（名目）
（単位：百万円、％）

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

 １．農林水産業 192,026 211,272 -6.6 10.0 4.3 4.6 0.43

  (1) 農業 156,843 176,691 -11.5 12.7 3.5 3.8 0.45

  (2) 林業 3,956 3,107 12.9 -21.4 0.1 0.1 -0.02

  (3) 水産業 31,228 31,474 26.0 0.8 0.7 0.7 0.01

 ２．鉱業 9,482 9,427 24.6 -0.6 0.2 0.2 0.00

 ３．製造業 618,454 581,405 0.0 -6.0 13.9 12.6 -0.83

 ４．電気･ガス･水道・廃棄物処理業 124,524 169,196 -18.8 35.9 2.8 3.7 1.01

 ５．建設業 292,971 296,929 -4.0 1.4 6.6 6.4 0.09

 ６．卸売・小売業 648,694 669,641 2.1 3.2 14.6 14.5 0.47

 ７．運輸・郵便業 229,820 255,286 1.8 11.1 5.2 5.5 0.57

 ８．宿泊・飲食サービス業 67,919 96,271 34.7 41.7 1.5 2.1 0.64

 ９．情報通信業 103,009 102,925 -5.4 -0.1 2.3 2.2 0.00

 10．金融・保険業 147,072 172,948 3.9 17.6 3.3 3.7 0.58

 11．不動産業 548,689 541,229 0.4 -1.4 12.3 11.7 -0.17

 12．専門・科学技術、業務支援サービス業 313,757 328,661 1.7 4.8 7.1 7.1 0.34

 13．公務 326,780 316,386 2.1 -3.2 7.4 6.8 -0.23

 14．教育 243,503 232,781 0.4 -4.4 5.5 5.0 -0.24

 15．保健衛生・社会事業 488,448 507,123 -4.2 3.8 11.0 11.0 0.42

 16．その他のサービス 182,611 187,139 2.8 2.5 4.1 4.0 0.10

小  計 4,537,757 4,678,619 -0.4 3.1 102.1 101.2 3.17

  輸入品に課される税・関税 42,106 47,723 33.3 13.3 0.9 1.0 0.13

 （控除）総資本形成に係る消費税 135,171 101,932 27.6 -24.6 3.0 2.2 -0.75

県内総生産 4,444,693 4,624,410 -0.8 4.0 100.0 100.0 4.04

（再掲）第１次産業 192,026 211,272 -6.6 10.0 4.3 4.6 0.43

    第２次産業 920,907 887,762 -1.1 -3.6 20.7 19.2 -0.75

    第３次産業 3,424,825 3,579,586 0.1 4.5 77.1 77.4 3.48

実 額 対前年度増加率 構成比
増 加
寄与度
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表３ 経済活動別県内総生産（実質：連鎖⽅式） −平成２７暦年連鎖価格−
（単位：百万円、％）

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

 １．農林水産業 184,243 200,291 -6.0 8.7 0.38 104.2 105.5

  (1) 農業 159,149 180,387 -9.1 13.3 0.50 98.6 98.0

  (2) 林業 3,288 2,677 31.7 -18.6 -0.01 120.3 116.1

  (3) 水産業 21,658 19,252 10.9 -11.1 -0.06 144.2 163.5

 ２．鉱業 5,357 6,064 -16.4 13.2 0.02 177.0 155.5

 ３．製造業 574,639 504,690 -3.5 -12.2 -1.64 107.6 115.2

 ４．電気･ガス･水道・廃棄物処理業 133,820 211,675 -9.8 58.2 1.83 93.1 79.9

 ５．建設業 267,503 271,583 -4.7 1.5 0.10 109.5 109.3

 ６．卸売・小売業 578,326 562,157 -1.7 -2.8 -0.38 112.2 119.1

 ７．運輸・郵便業 212,255 229,668 0.8 8.2 0.41 108.3 111.2

 ８．宿泊・飲食サービス業 63,269 76,252 31.6 20.5 0.30 107.3 126.3

 ９．情報通信業 117,443 116,270 -2.5 -1.0 -0.03 87.7 88.5

 10．金融・保険業 160,854 174,833 3.6 8.7 0.33 91.4 98.9

 11．不動産業 552,268 553,306 1.1 0.2 0.02 99.4 97.8

 12．専門・科学技術、業務支援サービス業 284,936 288,838 1.1 1.4 0.09 110.1 113.8

 13．公務 310,629 293,463 0.0 -5.5 -0.40 105.2 107.8

 14．教育 235,462 221,000 -0.5 -6.1 -0.34 103.4 105.3

 15．保健衛生・社会事業 496,740 520,435 -2.5 4.8 0.56 98.3 97.4

 16．その他のサービス 169,099 166,899 0.2 -1.3 -0.05 108.0 112.1

小  計 4,341,173 4,378,725 -1.3 0.9 0.88 104.5 106.8

  輸入品に課される税・関税 26,620 31,517 5.8 18.4 0.11 158.2 151.4

 （控除）総資本形成に係る消費税 97,966 71,504 21.5 -27.0 -0.62 138.0 142.6

県内総生産 4,258,262 4,338,269 -1.8 1.9 1.88 104.4 106.6

開差 -11,565 -469 - - - - -

（再掲）第１次産業 184,243 200,291 -6.0 8.7 0.38 - -

    第２次産業 848,584 784,485 -4.0 -7.6 -1.51 - -

    第３次産業 3,309,249 3,398,231 -0.3 2.7 2.09 - -

（注）１．連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計等は一致しない。
   ２．開差＝県内総生産−（小計＋輸入品に課される税ー総資本形成に係る消費税）

実 額 対前年度増加率 デフレーター
増 加
寄与度
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表４ 県⺠所得（分配）
（単位：百万円、％）

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

１．雇用者報酬 2,163,194 2,174,236 1.2 0.5 66.7 63.8 0.34
 （１）賃金・俸給 1,806,798 1,826,470 1.2 1.1 55.7 53.6 0.61
 （２）雇主の社会負担 356,396 347,767 1.7 -2.4 11.0 10.2 -0.27
     ａ．雇主の現実社会負担 322,192 328,631 0.8 2.0 9.9 9.6 0.20
     ｂ．雇主の帰属社会負担 34,205 19,136 10.4 -44.1 1.1 0.6 -0.46

２．財産所得（非企業部門） 179,808 187,581 3.0 4.3 5.5 5.5 0.24
    ａ．受取 186,604 192,718 1.8 3.3 − − 0.19
    ｂ．支払 6,797 5,137 -22.8 -24.4 − − -0.05
 （１）一般政府（地方政府等） 4,812 5,761 124.6 19.7 0.1 0.2 0.03
    ａ．受取 8,221 8,115 3.8 -1.3 − − 0.00
    ｂ．支払 3,408 2,354 -41.0 -30.9 − − -0.03
 （２）家計 170,214 175,713 1.3 3.2 5.2 5.2 0.17
   ①利子 33,740 28,770 -3.8 -14.7 1.0 0.8 -0.15
    ａ．受取 36,441 30,775 -3.1 -15.5 − − -0.17
    ｂ．支払（消費者負債利子） 2,701 2,005 6.5 -25.8 − − -0.02
   ②配当（受取） 23,461 24,297 3.7 3.6 0.7 0.7 0.03
   ③その他の投資所得（受取） 73,912 81,958 2.3 10.9 2.3 2.4 0.25
   ④賃貸料（受取） 39,102 40,688 2.6 4.1 1.2 1.2 0.05
 （３）対家計⺠間非営利団体 4,781 6,106 10.6 27.7 0.1 0.2 0.04
    ａ．受取 5,469 6,885 13.7 25.9 − − 0.04
    ｂ．支払 688 779 41.6 13.2 − − 0.00

３．企業所得 901,500 1,047,880 -1.4 16.2 27.8 30.7 4.51
 （１）⺠間法⼈企業 462,071 624,145 -5.1 35.1 14.2 18.3 5.00
    ａ．非金融法⼈企業 381,409 508,284 -11.0 33.3 11.8 14.9 3.91
    ｂ．金融機関 80,663 115,861 38.1 43.6 2.5 3.4 1.08
 （２）公的企業 47,891 21,807 205.5 -54.5 1.5 0.6 -0.80
    ａ．非金融法⼈企業 41,416 15,152 557.0 -63.4 1.3 0.4 -0.81
    ｂ．金融機関 6,474 6,655 -30.9 2.8 0.2 0.2 0.01
 （３）個⼈企業 391,539 401,928 -5.0 2.7 12.1 11.8 0.32
    ａ．農林水産業 88,624 101,618 -20.5 14.7 2.7 3.0 0.40
    ｂ．その他の産業(非農林水産・非金融) 107,756 104,230 11.3 -3.3 3.3 3.1 -0.11
    ｃ．持ち家 195,159 196,080 -4.2 0.5 6.0 5.8 0.03

４．県⺠所得（要素費用表⽰） 3,244,502 3,409,697 0.6 5.1 100.0 100.0 5.09

５．生産・輸入品に課される税(控除)補助金（地方政府） 110,262 106,794 25.2 -3.1 3.4 3.1 -0.11

６．県⺠所得（第１次所得バランス） 3,354,764 3,516,491 1.2 4.8 103.4 103.1 4.98

（参考）県⺠総所得（市場価格表⽰） 4,576,532 4,722,475 1.2 3.2 141.1 138.5 -

（注）１．県⺠総所得（市場価格表⽰）＝県⺠所得（要素費用表⽰）＋固定資本減耗＋生産・輸入品に課される税（控除）
     補助金（中央政府、地方政府）
   ２．企業所得は、営業余剰・混合所得に財産所得の受取を加え、財産所得の支払を控除したもの。
   ３．「地方政府等」は、地方政府と地方社会保障基金である。
   ４．「市場価格表⽰」とは、市場で取引される価格による評価方法であり、市場における財貨・サービスの取引に係る
     要素全般で構成する価格構造を反映した表⽰である。

実 額 対前年度増加率 構成比
増 加
寄与度
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表５ 県内総生産（支出側、名目）
（単位：百万円、％）

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

１．⺠間最終消費支出 2,662,194 2,774,349 2.9 4.2 59.9 60.0 2.52
 （１）家計最終消費支出 2,591,926 2,701,100 3.1 4.2 58.3 58.4 2.46
    ａ．食料・非アルコール 468,844 495,262 5.0 5.6 10.5 10.7 0.59
    ｂ．アルコール飲料・たばこ 109,646 112,413 2.1 2.5 2.5 2.4 0.06
    ｃ．被服・履物 80,200 78,644 13.4 -1.9 1.8 1.7 -0.04
    ｄ．住宅・電気・ガス・水道 735,610 731,701 3.7 -0.5 16.6 15.8 -0.09
    ｅ．家具・家庭用機器・家事サービス 132,363 129,519 7.3 -2.1 3.0 2.8 -0.06
    ｆ．保健・医療 105,086 106,191 -1.2 1.1 2.4 2.3 0.02
    ｇ．交通 192,768 198,204 9.0 2.8 4.3 4.3 0.12
    ｈ．情報・通信 159,284 156,887 2.3 -1.5 3.6 3.4 -0.05
    ｉ．娯楽・スポーツ・文化 134,993 135,490 4.4 0.4 3.0 2.9 0.01
    ｊ．教育サービス 44,435 43,423 2.8 -2.3 1.0 0.9 -0.02
    ｋ．外食・宿泊サービス 118,687 121,644 21.3 2.5 2.7 2.6 0.07
    ｌ．保険・金融サービス 138,420 160,917 -0.2 16.3 3.1 3.5 0.51
    m．個別ケア・社会保護・その他 171,589 230,805 -17.5 34.5 3.9 5.0 1.33
 （２）対家計⺠間非営利団体最終消費支出 70,268 73,249 -4.0 4.2 1.6 1.6 0.07

２．地方政府等最終消費支出 1,022,322 994,176 2.1 -2.8 23.0 21.5 -0.63

３．県内総資本形成 2,038,985 1,645,098 18.2 -19.3 45.9 35.6 -8.86
 （１）総固定資本形成 2,006,544 1,647,257 14.0 -17.9 45.1 35.6 -8.08
    ａ．⺠間 1,663,830 1,305,180 17.4 -21.6 37.4 28.2 -8.07
   （ａ）住宅 154,423 148,192 -0.4 -4.0 3.5 3.2 -0.14
   （ｂ）企業設備 1,509,407 1,156,988 19.5 -23.3 34.0 25.0 -7.93
    ｂ．公的 342,714 342,077 0.1 -0.2 7.7 7.4 -0.01
   （ａ）住宅 6,394 6,338 -9.0 -0.9 0.1 0.1 0.00
   （ｂ）企業設備 49,517 49,505 -1.1 0.0 1.1 1.1 0.00
   （ｃ）一般政府（中央政府等・地方政府等） 286,802 286,234 0.5 -0.2 6.5 6.2 -0.01
 （２）在庫変動 32,442 -2,159 − − 0.7 0.0 -0.78
    ａ．⺠間企業 23,292 873 − − 0.5 0.0 -0.50
    ｂ．公的（公的企業・一般政府） 9,150 -3,032 − − 0.2 -0.1 -0.27

４．財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合 -1,278,807 -789,212 − − -28.8 -17.1 11.02
 （１）財貨・サービスの移出入（純） -734,504 -649,720 − − -16.5 -14.0 1.91
 （２）統計上の不突合 -544,303 -139,492 − − -12.2 -3.0 9.11

５．県内総生産（支出側） 4,444,693 4,624,410 -0.8 4.0 100.0 100.0 4.04

（参考）域外からの要素所得(純) 131,838 98,065 230.3 -25.6 3.0 2.1 -0.76
        県⺠総所得（市場価格表⽰） 4,576,532 4,722,475 1.2 3.2 103.0 102.1 3.28

（注）１．「中央政府等」は、中央政府と全国社会保障基金である。
   ２．「地方政府等」は、地方政府と地方社会保障基金である。

実 額 対前年度増加率 構成比
増 加
寄与度
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表6 県内総生産（支出側、実質：連鎖⽅式） −平成２７暦年連鎖価格ー
（単位：百万円、％）

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

令 和
4年度

令 和
5年度

１．⺠間最終消費支出 2,514,256 2,551,761 -0.2 1.5 0.88 105.9 108.7
 （１）家計最終消費支出 2,446,598 2,483,212 0.0 1.5 0.86 105.9 108.8
    ａ．食料・非アルコール 418,611 410,325 -1.0 -2.0 -0.19 112.0 120.7
    ｂ．アルコール飲料・たばこ 90,244 89,715 -1.0 -0.6 -0.01 121.5 125.3
    ｃ．被服・履物 75,518 71,300 11.1 -5.6 -0.10 106.2 110.3
    ｄ．住宅・電気・ガス・水道 729,772 739,839 1.9 1.4 0.24 100.8 98.9
    ｅ．家具・家庭用機器・家事サービス 121,881 111,751 1.5 -8.3 -0.24 108.6 115.9
    ｆ．保健・医療 108,224 109,137 -0.2 0.8 0.02 97.1 97.3
    ｇ．交通 175,244 175,402 6.6 0.1 0.00 110.0 113.0
    ｈ．情報・通信 174,845 165,144 -0.6 -5.5 -0.23 91.1 95.0
    ｉ．娯楽・スポーツ・文化 124,418 121,734 2.4 -2.2 -0.06 108.5 111.3
    ｊ．教育サービス 42,767 41,395 1.0 -3.2 -0.03 103.9 104.9
    ｋ．外食・宿泊サービス 106,733 102,308 15.8 -4.1 -0.10 111.2 118.9
    ｌ．保険・金融サービス 126,642 141,528 -4.5 11.8 0.35 109.3 113.7
    m．個別ケア・社会保護・その他 159,026 209,822 -20.0 31.9 1.19 107.9 110.0
 （２）対家計⺠間非営利団体最終消費支出 67,696 68,585 -6.6 1.3 0.02 103.8 106.8

２．地方政府等最終消費支出 996,415 958,704 0.4 -3.8 -0.89 102.6 103.7

３．県内総資本形成 1,852,192 1,447,809 13.0 -21.8 -9.50 110.1 113.6
 （１）総固定資本形成 1,821,509 1,448,969 9.1 -20.5 -8.75 110.2 113.7
    ａ．⺠ 間 1,523,623 1,159,006 12.4 -23.9 -8.56 109.2 112.6
   （ａ）住 宅 129,441 124,114 -5.3 -4.1 -0.13 119.3 119.4
   （ｂ）企業設備 1,400,192 1,036,727 14.6 -26.0 -8.54 107.8 111.6
    ｂ．公 的 302,425 291,647 -4.3 -3.6 -0.25 113.3 117.3
   （ａ）住 宅 5,424 5,260 -14.2 -3.0 0.00 117.9 120.5
   （ｂ）企業設備 44,570 43,236 -5.3 -3.0 -0.03 111.1 114.5
   （ｃ）一般政府（中央政府等・地方政府等） 252,467 243,190 -3.9 -3.7 -0.22 113.6 117.7
 （２）在庫変動 89,972 -6,489 − − -2.27 36.1 33.3
    ａ．⺠間企業 19,491 717 − − -0.44 119.5 121.7
    ｂ．公的（公的企業・一般政府） 5,482 -1,915 − − -0.17 166.9 158.3

４．財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合・開差 -1,104,601 -620,004 − − 11.38 − −

５．県内総生産（支出側） 4,258,262 4,338,269 -1.8 1.9 1.88 104.4 106.6

（注） 連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計等は一致しない。

実 額 対前年度増加率
増 加
寄与度

デフレーター
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令 和 ５ 年 度 

青森県市町村民経済計算（概要版） 

 

 
（注１）本文における市町村区分は令和６年３月 31日現在のものです。 

（注２）地域区分は次のとおりです。 

名       称 地 域 区 分 

東  青 青森市、東津軽郡 

中  南 弘前市、黒石市、平川市、中津軽郡、南津軽郡 

三  八 八戸市、三戸郡 

西  北 五所川原市、つがる市、西津軽郡、北津軽郡 

上  北 十和田市、三沢市、上北郡 

下  北 むつ市、下北郡 

 

 

 

 

 

 

  



 

２ 

 

令和５年度市町村民経済計算について（概要） 

 

令和５年度青森県県民経済計算の結果をもとに、各種統計指標などにより市町村別に按

分推計したものです。 

 

１ 市町村内総生産 

【概 況】 

 令和５年度の市町村内総生産は、第１次産業、第３次産業の総生産が増加したことから、前

年度比 4.0％増となりました。 

前年度に比べて増加したのは 33 市町村、減少したのは７市町村となり、農林水産業の増減

や、各種サービス業の増が総生産に大きく影響した市町村が目立ちました。 

  

【産業別の状況】 

・第１次産業 

全体で前年度比 10.0％増となった第１次産業の総生産について、前年度に比べて増加した

のは 35市町村、減少したのは 5市町村でした。 

これを経済活動別にみると、農業は 37市町村で増加、1町で減少しました。水産業は、12市

町村で増加、12市町村で減少しました。 

 

・第２次産業 

全体で前年度比 3.6％減となった第２次産業の総生産について、前年度に比べて増加したの

は 19市町村、減少したのは 21市町村でした。 

これを経済活動別にみると、製造業は、12市町村で増加、27市町村で減少しました。建設

業は、22市町村で増加、18市町村で減少しました。 

 

・第３次産業 

全体で前年度比 4.5％増となった第３次産業の総生産について、前年度に比べて増加したの

は 39市町村、減少したのは１町でした。 

これを経済活動別にみると、宿泊・飲食サービス業や電気・ガス・水道・廃棄物処理業は全

ての市町村が前年度に比べて増加した一方、公務は 38市町村が減少しました。 

 

【地域別の状況】 

地域別にみると、全６地域で電気・ガス・水道・廃棄物処理業、宿泊・飲食サービス業等が

増加し、特に中南・三八・西北地域では、製造業や電気・ガス・水道・廃棄物処理業の増加の

影響が大きく、西北地域では農業も寄与しています。一方で、上北地域を除く５地域で不動産

業が前年度比で減少、東青・上北・下北の３地域は製造業がマイナスの影響が大きく見られ、

東青地域と西北地域は建設業も減少幅が目立ちました。ただ、個別の市町村では前年度比減少

はみられますが、６地域全てで総生産額は増加しています。 

構成割合の大きい順にみると、三八地域（24.6％）、東青地域（22.9％）、中南地域（20.1％）、

上北地域（19.6％）、西北地域（8.1％）、下北地域（4.7％）となっています。 
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２ 市町村民所得 

【概 況】 

令和５年度の市町村民所得は、企業所得が増加したことなどから、前年度比 5.1％増となり

ました。前年度に比べ増加したのは 38市町村、減少したのは２町でした。 

 

【項目別の状況】 

・雇用者報酬 

全体で前年度比 0.5％増となった雇用者報酬について、前年度に比べて増加したのは 27 市

町村、減少したのは 12市町村でした。 

雇用者報酬の内訳をみると、賃金・俸給が 35市町村で増加しました。 

 

・財産所得 

全体で前年度比 4.3％増となった財産所得は、前年度に比べて全市町村で増加しました。 

財産所得の内訳をみると、家計と対家計民間非営利団体の財産所得が、全市町村で増加しま

した。 

 

・企業所得 

全体で前年度比 16.2％増となった企業所得について、前年度に比べて増加したのは 38市町

村、減少したのは２町でした。 

企業所得の内訳をみると、民間法人企業と個人企業のうち農林水産業の企業所得が、全市

町村で増加した一方、公的企業所得は、23市町村で減少しました。 

 

【地域別の状況】 

地域別にみると、全６地域で、民間法人企業所得の増加がけん引する形で、前年度に比べて

市町村民所得が増加しました。一方で、雇用者報酬のうちの雇主の社会負担や、公的企業所得

は全６地域で減少しています。 

構成割合の大きい順にみると、東青地域（23.7％）、三八地域（23.6％）、中南地域（20.7％）、

上北地域（17.4％）、西北地域（9.2％）、下北地域（5.5％）となっています。 

 

＜参考＞１人当たり市町村民所得 

令和５年度の１人当たり市町村民所得について、最も高かったのは六ヶ所村（779万 7千円）

で、次いで横浜町（356万 4千円）、東通村(350万 4千円)、野辺地町（322万 7千円）、三沢市

（319万 8千円）の順となっています。 

また、地域別にみると、上北地域（319 万 3 千円）が最も高くなっており、次いで三八地域

（293万 1千円）、下北地域（291万 5千円）、東青地域（285万 4千円）、中南地域（279万 5千

円）、西北地域（250万 2千円）の順となっています。 

 

※「１人当たり市町村民所得」は、企業所得も含む市町村民所得を、非生産年齢人口も含む総人口で除したも

のであり、個人の所得水準を表す指標ではないので留意すること。 
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令和５年度　市町村内総生産
（単位：百万円，％）

第１次 第２次 第３次 第１次 第２次 第３次

県内総生産 4,444,693 4,624,410 4.0 100.0 211,272 887,762 3,579,586 10.0 -3.6 4.5

東青 1,039,433 1,058,462 1.8 22.9 16,862 93,720 960,287 -1.2 -17.2 3.2

青森市 984,860 1,002,520 1.8 21.7 7,424 83,181 923,666 -1.3 -19.5 3.2

平内町 28,334 27,109 -4.3 0.6 5,927 3,659 17,841 1.7 -31.1 0.3

今別町 5,043 5,369 6.5 0.1 177 1,409 3,846 12.7 26.1 -0.7 

蓬田村 6,724 7,430 10.5 0.2 1,346 2,192 3,978 -25.2 92.6 1.3

外ヶ浜町 14,473 16,035 10.8 0.3 1,987 3,279 10,956 13.4 39.7 2.6

中南 879,663 931,501 5.9 20.1 46,841 166,240 729,340 9.4 5.4 4.5

弘前市 625,698 660,632 5.6 14.3 27,363 89,017 551,996 8.9 6.3 4.2

黒石市 93,000 98,040 5.4 2.1 5,231 23,854 70,104 8.8 -0.1 5.8

平川市 88,222 95,191 7.9 2.1 7,015 36,110 53,181 7.7 9.7 5.1

西目屋村 4,252 5,567 30.9 0.1 623 1,011 3,999 64.8 17.7 28.8

藤崎町 30,925 33,348 7.8 0.7 3,572 5,264 24,903 11.6 17.9 4.2

大鰐町 18,311 19,436 6.1 0.4 1,673 3,045 14,947 7.3 -0.8 6.3

田舎館村 19,255 19,287 0.2 0.4 1,363 7,939 10,211 11.3 -8.7 4.8

三八 1,066,687 1,135,831 6.5 24.6 47,420 218,076 883,649 13.2 4.6 5.4

八戸市 907,807 972,439 7.1 21.0 22,755 189,467 771,617 16.1 8.1 5.4

三戸町 28,656 27,889 -2.7 0.6 3,808 3,908 20,499 7.8 -35.7 4.3

五戸町 41,623 43,124 3.6 0.9 6,969 8,024 28,636 14.5 -12.4 5.1

田子町 15,944 16,006 0.4 0.3 3,456 3,744 8,993 6.3 -11.5 2.2

南部町 39,839 40,186 0.9 0.9 5,245 6,934 28,478 6.9 -15.3 3.2

階上町 27,317 30,511 11.7 0.7 4,061 5,436 21,371 18.1 9.8 9.6

新郷村 5,502 5,676 3.2 0.1 1,126 563 4,054 5.8 -16.1 4.4

西北 359,193 375,744 4.6 8.1 36,509 58,069 285,571 14.4 -6.1 4.6

五所川原市 158,040 164,440 4.0 3.6 6,221 26,585 133,561 14.6 0.8 3.1

つがる市 80,932 83,308 2.9 1.8 12,638 9,359 62,288 18.5 -26.3 5.1

鯵ヶ沢町 22,741 24,877 9.4 0.5 2,262 2,685 20,221 7.7 3.5 9.2

深浦町 18,250 19,459 6.6 0.4 3,376 3,270 13,040 8.9 -10.5 9.8

板柳町 30,261 32,635 7.8 0.7 4,619 4,887 23,512 10.6 18.8 4.0

鶴田町 26,562 26,405 -0.6 0.6 5,037 6,314 15,363 15.2 -19.6 3.2

中泊町 22,407 24,621 9.9 0.5 2,354 4,969 17,586 14.4 9.1 8.1

上北 891,273 907,354 1.8 19.6 56,243 322,742 539,006 10.2 -8.1 6.1

十和田市 217,043 226,291 4.3 4.9 15,324 45,954 167,667 17.3 -4.9 4.7

三沢市 165,568 164,738 -0.5 3.6 8,324 31,605 126,740 9.6 -20.9 4.3

野辺地町 36,014 49,391 37.1 1.1 1,529 17,393 31,047 9.5 196.8 5.2

七戸町 46,689 48,911 4.8 1.1 6,013 10,350 33,121 8.2 -6.5 6.7

六戸町 30,275 33,916 12.0 0.7 3,050 10,137 21,126 8.2 25.8 5.5

横浜町 25,590 28,700 12.2 0.6 6,602 14,639 7,795 8.8 11.9 11.7

東北町 48,001 47,188 -1.7 1.0 8,198 6,439 33,104 10.6 -36.7 5.3

六ヶ所村 252,821 236,687 -6.4 5.1 3,588 171,357 64,517 1.2 -13.3 13.1

おいらせ町 69,273 71,532 3.3 1.5 3,615 14,867 53,888 1.0 -12.6 7.5

下北 208,444 215,519 3.4 4.7 7,397 28,915 181,734 0.8 1.6 2.7

むつ市 160,531 166,165 3.5 3.6 3,693 16,601 147,818 3.9 11.9 1.6

大間町 16,893 15,809 -6.4 0.3 985 1,876 13,133 -8.1 -54.7 9.1

東通村 22,490 24,108 7.2 0.5 2,003 7,902 14,486 -1.7 7.8 6.6

風間浦村 4,067 4,180 2.8 0.1 255 1,079 2,896 -1.5 -7.3 6.1

佐井村 4,463 5,257 17.8 0.1 461 1,456 3,401 12.4 45.9 8.0

※各項目の値は単位未満を四捨五入したことにより、合計と内訳の計が一致しない場合がある。

実　　額
対前年度

増加率
構成比

産　　　　業　　　　別

令和４年度 令和５年度

実　　額 対前年度増加率
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令和５年度　市町村民所得

（単位：百万円,％）

雇用者

報酬

財産

所得

企業

所得

雇用者

報酬

財産

所得

企業

所得

実額

（千円)

対前年度

増加率

県 民 所 得 3,244,502 3,409,697 5.1 100.0 2,174,236 187,581 1,047,880 0.5 4.3 16.2 2,879 6.9

東青 781,665 808,054 3.4 23.7 524,076 45,494 238,483 0.0 3.9 11.4 2,854 5.1

青森市 735,449 759,693 3.3 22.3 493,747 42,922 223,024 0.1 3.9 11.1 2,873 4.9

平内町 23,883 24,528 2.7 0.7 15,719 1,307 7,502 -0.4 4.6 9.4 2,594 5.3

今別町 5,022 5,330 6.1 0.2 3,482 288 1,560 1.4 6.7 18.5 2,606 11.3

蓬田村 5,663 6,296 11.2 0.2 3,719 329 2,248 -0.5 4.1 39.7 2,658 15.1

外ヶ浜町 11,648 12,207 4.8 0.4 7,410 649 4,148 -0.3 5.2 15.2 2,520 9.1

中南 661,753 705,127 6.6 20.7 439,515 38,746 226,865 0.9 5.0 19.8 2,795 8.1

弘前市 429,083 458,401 6.8 13.4 279,543 25,615 153,242 1.1 4.8 19.6 2,830 8.3

黒石市 80,173 83,639 4.3 2.5 56,558 4,591 22,490 0.3 5.1 15.7 2,747 6.0

平川市 76,530 83,074 8.6 2.4 51,157 4,181 27,736 1.3 6.0 25.6 2,811 10.1

西目屋村 3,190 3,632 13.9 0.1 1,929 170 1,533 -1.0 3.7 42.2 3,065 16.5

藤崎町 35,697 38,099 6.7 1.1 25,614 2,083 10,402 1.2 5.6 23.6 2,687 7.6

大鰐町 19,151 19,726 3.0 0.6 12,315 1,113 6,298 -1.1 5.8 11.6 2,475 5.9

田舎館村 17,929 18,557 3.5 0.5 12,400 993 5,164 0.3 5.4 11.7 2,656 4.7

三八 760,416 805,421 5.9 23.6 523,705 46,308 235,408 0.5 3.3 20.9 2,931 7.6

八戸市 610,766 654,049 7.1 19.2 419,248 37,452 197,349 0.5 2.8 25.4 3,027 8.6

三戸町 21,662 21,936 1.3 0.6 13,163 1,252 7,521 0.4 5.7 2.1 2,620 3.7

五戸町 40,505 38,857 -4.1 1.1 28,466 2,371 8,020 0.6 5.7 -19.6 2,589 -1.5 

田子町 11,725 12,213 4.2 0.4 7,917 699 3,596 0.4 5.9 13.0 2,703 8.0

南部町 40,497 41,211 1.8 1.2 28,604 2,516 10,092 0.9 5.4 3.3 2,605 4.1

階上町 30,155 31,836 5.6 0.9 23,256 1,723 6,857 0.2 4.0 29.6 2,450 7.0

新郷村 5,105 5,319 4.2 0.2 3,050 295 1,974 -0.2 6.5 11.3 2,681 8.2

西北 300,698 312,560 3.9 9.2 198,343 17,661 96,557 0.4 5.7 11.8 2,502 6.5

五所川原市 122,140 126,084 3.2 3.7 83,027 7,206 35,851 0.4 4.6 10.2 2,576 5.2

つがる市 68,401 70,939 3.7 2.1 44,144 4,167 22,628 1.2 7.8 8.1 2,443 6.2

鯵ヶ沢町 19,288 20,408 5.8 0.6 12,399 1,128 6,881 -1.1 5.3 21.2 2,453 9.2

深浦町 15,150 15,625 3.1 0.5 10,035 833 4,757 0.2 4.6 9.6 2,370 7.0

板柳町 30,085 32,444 7.8 1.0 18,231 1,650 12,564 0.0 5.9 22.0 2,714 10.0

鶴田町 25,156 25,639 1.9 0.8 16,416 1,415 7,808 -0.8 6.1 7.3 2,270 4.5

中泊町 20,479 21,420 4.6 0.6 14,092 1,261 6,067 0.7 5.2 14.6 2,437 8.9

上北 562,005 592,371 5.4 17.4 364,257 29,783 198,331 1.0 5.1 14.6 3,193 6.8

十和田市 154,001 159,745 3.7 4.7 104,299 8,842 46,604 0.6 4.6 11.3 2,737 4.9

三沢市 119,209 120,690 1.2 3.5 81,089 6,511 33,090 1.4 5.2 0.1 3,198 2.4

野辺地町 31,671 37,242 17.6 1.1 22,529 1,768 12,945 -0.3 3.8 75.5 3,227 20.8

七戸町 36,627 39,285 7.3 1.2 24,997 2,121 12,167 1.1 5.5 22.8 2,857 9.6

六戸町 27,624 30,224 9.4 0.9 18,848 1,517 9,859 1.6 5.9 28.9 2,946 10.5

横浜町 12,544 14,366 14.5 0.4 7,615 602 6,149 2.4 6.5 35.5 3,564 17.1

東北町 41,122 42,966 4.5 1.3 27,641 2,273 13,052 0.1 5.3 15.1 2,740 6.4

六ヶ所村 72,991 78,325 7.3 2.3 28,895 2,368 47,062 1.5 5.5 11.3 7,797 8.7

おいらせ町 66,216 69,529 5.0 2.0 48,344 3,781 17,404 1.5 5.2 16.1 2,881 5.5

下北 177,966 186,165 4.6 5.5 124,339 9,589 52,237 -0.3 3.9 18.6 2,915 7.3

むつ市 139,100 145,638 4.7 4.3 97,605 7,447 40,587 -0.4 3.6 19.6 2,861 7.2

大間町 12,258 12,193 -0.5 0.4 7,632 637 3,924 -0.4 5.6 -1.8 2,781 2.0

東通村 18,225 19,376 6.3 0.6 13,654 1,057 4,665 0.3 4.1 29.5 3,504 9.4

風間浦村 4,281 4,506 5.3 0.1 2,781 232 1,493 1.3 6.9 13.1 3,069 10.3

佐井村 4,101 4,452 8.6 0.1 2,668 216 1,568 -0.7 4.9 29.6 2,839 11.4

※各項目の値は単位未満を四捨五入したことにより、合計と内訳の計が一致しない場合がある。

実　　額

対前年度

増加率
構成比

項　　　　目　　　　別 令和５年度

１人当たり所得

令和４年度 令和５年度

実　　額 対前年度増加率


